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３７ 環境と経済が好循環する低炭素社会づくりについて 

（財務省、環境省、総務省、経済産業省） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（背景） 
○ 我が国においては、本年７月、２０３０年度に向けた温室効果ガス削減目標を含む

約束草案を国連に提出しており、今後は、パリで開催されるＣＯＰ２１を経て、「地球
温暖化対策の推進に関する法律に基づく地球温暖化対策計画」を策定することとして
いるが、その際に、次の３点を検討する必要がある。 

 
・ 我が国が産業立国であることを踏まえ、総量削減目標のみならず、効率性目標（排

出量原単位の削減目標）の設定も検討する必要がある。 
 

・ 温暖化対策における国民・産業界・地方自治体それぞれの役割を明確化するとと
もに、地方自治体については、地方における取組がより一層促進されるよう、地球
温暖化対策のための税の活用等により、支援の強化を図る必要がある。 
また、地球温暖化防止活動推進センター等については、排出量の増加が著しい家

庭部門の対策を推進するため、その活動を活性化する必要がある。 
 

・ 固定価格買取制度（ＦＩＴ）の見直しにより、太陽光発電の導入が鈍化するおそ
れがあるため、自立分散型エネルギーの地産地消を促進する支援が必要である。 

 
○ 本県では、平成２４年２月に策定した「あいち地球温暖化防止戦略２０２０」に基

づき、住宅用太陽光発電施設やエコカーの普及に力を入れている。また、最新の環境・
新エネルギー関連技術の開発や社会システムへの導入・普及は、温暖化対策はもとよ
り、新たな市場をもたらし、環境と経済が好循環する低炭素社会づくりにつながる。 

 
○ 本県は、自動車の世界的な生産拠点で、自動車依存率が高い地域であることから、

ＥＶ、ＰＨＶや究極のエコカーと言われるＦＣＶの大量普及に向けた取組を推進する
必要がある。なお、国においては、ＦＣＶに必要な水素の供給について、再生可能エ
ネルギーを活用するなどして、化石燃料によらない環境負荷の少ない技術の確立が求
められる。 

＜「環境首都あいち」＞ 

【内容】 
(1) 温室効果ガス排出量の削減に向けて、国民や産業界が的確に対応でき

る道筋・対策を早期に示すこと。 
また、国民・産業界・地方自治体の役割を明確化し、地球温暖化対策

のための税の活用等による支援の強化を図るとともに、地球温暖化防止
活動推進センター等についても安定的に普及啓発事業等を実施できる
よう、財政的な支援を行うこと。 

(2) 太陽光発電、太陽熱利用システム、燃料電池、定置型蓄電池などの先
進的な技術を活用した設備及び各種の省エネ設備の導入の大幅拡大に
向けた支援の拡充を図ること。 

(3) 電気自動車（ＥＶ）・プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）・燃料
電池自動車（ＦＣＶ）など次世代自動車の大量普及に向けた助成措置や、
充電インフラ、水素供給インフラ等の整備を促進するための支援制度の
充実を図ること。 

   また、再生可能エネルギーを活用するなどして、環境負荷の少ない水
素供給技術の確立を図ること。 
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（ 参 考 ） 

◇ 「あいち地球温暖化防止戦略２０２０」の概要 

○ 目標：温室効果ガス排出量を平成３２年度までに平成２年度比 15％削減 

 ○ 平成３２年に向けた取組 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◇ 次世代自動車 

 
 

 

 

 

 

 

【平成 27 年度 愛知県の取組】 
○ ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶを対象とした自動車税の課税免除制度を実施 

○ 公用車としてＰＨＶ等を導入 

○ 旅客・貨物運送事業者や中小企業等の事業者に対し、ＥＶ・ＰＨＶ・ 

ＦＣＶを始めとする低公害車を導入する経費の一部を補助 

【あいちＥＶ・ＰＨＶ普及ネットワーク】 
設立：平成 21 年４月 23 日    団体数：97 団体（平成 27 年８月末時点）

目標：平成 32 年度末に ＥＶ・ＰＨＶ：累計 42,000 台以上 

充電インフラ整備基数：一般開放で累計 1,600 基以上 

進捗状況：ＥＶ5,666 台、ＰＨＶ4,864 台 計 10,530 台（平成 26 年度末累計）

一般開放充電設備1,171基（急速 286 基、普通 885 基）(平成26年度末累計)
 

 

燃 料 電 池 自 動 車 

 (トヨタ自動車(株)提供) 

プラグインハイブリッド自動車 

(トヨタ自動車(株)提供) 

電 気 自 動 車 

 (三菱自動車工業(株)提供) 


